
　3 月の守谷市議会定例会の初日、市長は市政運営の方針や重要施策など、今年度の施政方針を述
べました。その施政方針の前文を紹介します。全文は、市役所企画課・各公民館（中央・郷州・高
野・北守谷）・文化会館の窓口、または市ホームページをご覧ください。

　平成 26 年第 1 回守谷市議会定例会の開会に
当たり、私の市政運営に関する所信の一端を申
し上げます。平成 24 年 12 月に発足した安倍
政権は、「大胆な金融政策」、「機動的な財政政
策」、「民間投資を喚起する成長戦略」の、いわ
ゆる 3 本の矢を基本方針とするアベノミクス
を進めており、わが国の景気は緩やかに回復し
ていると内閣府は判断しています。一方、東日
本大震災からの復興、福島第一原子力発電所事
故対策、円安による物価の上昇などの課題があ
り、海外景気の下振れによるわが国の景気に対
するリスク、消費税率引き上げに伴う駆け込み
需要の反動が懸念されるところであります。ま
た、全国的には、少子高齢化が進み、総人口が
減少しており、社会保障に係る費用の増加が問
題となっております。
　このような中で、守谷市では、松並土地区画

整理事業「ビスタシティ守谷」の入居が始まり、
引き続き人口の増加が予想され、安定した税収
が見込まれております。
　また、2013 年の住みよさランキングでは総
合 3 位と、前年の 5 位から順位を 2 つ上げ、
全国的にも注目されております。
　平成 26 年度においては、経営方針に掲げて
いる「次世代を担う子どもたちを育むまちづく
り」、「健康でいきいき暮らせるまちづくり」、「市
民と築く安全・安心に暮らせるまちづくり」を
基本に、限られた財源の中で、市民が本当に必
要としている施策を重点的に実施し、誰もが守
谷市を「終（つい）のすみか」と望み、「住ん
でよかった。これからも住み続けたい。」と心
から思える、住みよさ日本一のまちを、再度目
指してまいります。
 守谷市長　会田　真一
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一般会計歳入
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内訳
＊1 市民税 52億8889万円
 固定資産税 43億4269万円
 軽自動車税 7518万円
 市たばこ税 4億2684万円
 都市計画税 7億3205万円

＊2 繰越金 1億7000万円
 使用料及び手数料 8770万円
 寄付金 40万円

＊3 地方特例交付金 5287万円
 自動車取得税交付金 2355万円
 利子割交付金 2237万円
 配当割交付金 4326万円
 交通安全対策特別交付金 1300万円
 株式等譲渡所得割交付金 300万円

8億 665万円（19.5％）
6億7526万円

4億 1133万円（2.5％）
4億144万円

3億 5834万円（1.1％）
3億5433万円

2億 4527万円（1.1％）
2億4261万円

2億 5810万円（0.6％）＊2
2億5647万円

26億 3611万円（▲5.2％）
27億8133万円

9億 9105万円（1.5％）
9億7652万円

14億 8550万円（104.9％）
7億2500万円

6億 5683万円（28.9％）
5億956万円

4億 5000万円（18.4％）
3億8000万円

1億 9012万円（▲1.6％）
1億9315万円

1億 5805万円（▲5.5％）＊3
1億6733万円
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●問合先　市役所財政課　内線212、213




